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知 識 情 報  

◆住宅ストック数と流通量 

総務省住宅統計調査より。流通量はＦＲＫ調査量。住宅ストック数・・・０８年で 

５，７５９万戸。空き家は７９７万戸。空き家率１３．８％ 

流通量・・・新築１０９万（０８年）＋中古４６．９万戸＝１５６万戸 

中古流通率・・・０．８１１％＝流通４６万÷中古ストック数 

住宅流通率・・・２．７１％＝（新築＋中古流通）÷住宅ストック数 

つまり日本では全住宅のうち、中古０．８％新築含めて２．７％程度が売買されてい

るということ。米国ではこの率が５．４７％（０７年）であり、住宅に関しては米国

の半分しか動かないということ。この部分が日本は遅れている。住宅流通を促進させ

ることが、業者の手数料収受機会の増大、エンドユーザーにとっては、より満足度へ

の接近を意味する。流通を阻害する税金等の改善が求められる。 

◆生保信託はユニーク商品 

中央三井信託とプルデンシャル生保が共同開発。従来の生命保険の欠点・・・①保険

金の受取人は家族に限られている。②受取方法は一括か年金方式のみ。 

生保信託・・・受取人は家族以外でもＯＫ。支払方法も自由。 

０８年に保険業法の改正で、生保は信託契約の代理業務ができるようになり遺言信託

を扱ったりしているが、今回の生保信託は用途が広くニーズは高い。遺言と組み合わ

せれば面白い商品となる。家族に内緒のわけありの人にも、死後年金的なお手当を支

払えるかも・・・。 

◆「出棺の状況が見えること」は、「平穏な生活を害するものではない」 

【最高裁・平成２２年６月】→ＴＲＡ＜№１７１＝Ｈ２１．１．１３付＞の続報 

葬儀場から道路を挟んだ隣地に住む住民が、平穏な生活を送る権利を侵害されたとし

て、葬祭会社に目隠し用のフェンスのかさ上げと損害賠償を求めた訴訟の上告審判決

が最高裁でなされた。判決は、葬儀社に２０万円の支払いとフェンスを１．２ｍ高く

するよう命じた一・二審判決を破棄、住民の請求を棄却した。これにより逆転敗訴が

確定した。訴訟では、部屋から葬儀の出棺などの様子が見えることが我慢すべき迷惑

の限度を超えて違法と言えるかどうかが争点となった。判決では、「住民が強いスト

レスを感じているとしても主観的な不快感にとどまる」と指摘。一審の京都地裁と二

審の大阪高裁は、「精神の平安に悪影響がある」と判断したが、最高裁は、「葬儀場の

営業が、平穏に日常生活を送る権利を侵害しているとは言えない」と結論付けた。人

の死は精神を脅かすものではないということか。 

 

◆東京スター銀行のリバースモゲージが大幅改善 

今までこのローンは一戸建てが対象だったが、マンションにまで拡大した。 

５,０００万まで借入可能。資金使途は自由。掛け目は戸建てより落ちて、５０％程

度だが対象が大きく広がった。過去には１,５００件程度融資の実績はある。 

◆宅建業者・取引主任者の電子申請システム、平成２３年１２月末で休止 

宅建業者・取引主任者の各種の申請手続のうち、宅建業免許申請や業者名簿登載事項

変更届等の１４手続については、平成１９年９月、インターネットによる宅建業電子

申請システムが導入された。しかし、その利用率は極めて低く、平成２０年度２．５％

（５，５２５件）、平成２１年度２．８％（５，０４４件）と低迷している。こうし

た費用対効果が低いことと都道府県の厳しい財政事情を踏まえ、国と４７都道府県で

構成する宅地建物取引業法主管者協議会において、「宅建業電子申請システムは平成

２３年１２月３１日をもって休止する」ことが方針決定された。当該システムは、平

成１２年度に策定された政府の「ｅ－Ｊａｐａｎ重点計画」に基づいて導入されたも

のだが、宅建業界や取引主任者の状況を考えると、時期尚早だったことは否めないよ

うだ。 

◆東京都マンション建替えの仮住まいを支援 

東京都は築後４０年を経過する老朽化したマンションが平成３０年には２４万戸を

超えると見込んでいるが、都内で建替えが実現したマンションはまだ少ない。建替え

への合意形成を図る上では様々な課題があるが、近年では適切な仮住まいを自力で探

すことが困難となっている高齢者の増加等で、工事期間中の仮住まい等の確保が挙げ

られている。東京都は、従来、マンションの建替えに当たり仮住まいが必要な者に対

して都営住宅の提供等を行ってきたが、今回、これに加え、都市再生機構及び東京都

住宅供給公社と連携して、多様な公的住宅や、高齢者向け住宅に関する空室情報をと

りまとめ、管理組合（マンション建替円滑化法に基づいて建替えを行うものに限る。）

に提供していく方針だという。 

◆共用リビング付き賃貸ワンルーム、都内で増加 

社員寮などをリノベーションしたシェアハウス物件は注目に値しよう。現在、首都圏

を中心に、社員寮などをリノベーションして、敷金・礼金なし、家具・家電付きのシ

ェアハウス「シェアプレイス」シリーズを展開している株式会社リビタは、平成２３

年２月から、共用リビング付きの約１４０戸の賃貸住宅の運営を始める模様。シェア

ハウスは、各個室はあるものの、キッチンや浴室は共同という物件であるが、その分、

各スペースは広く、さらには大型テレビやソファが置かれた共用のリビングスペース

などを住人が集う「憩いの場」として使用することも可能だ。一人になりたいときは

プライバシーが守られた専有部分に籠もり、他人と上手に距離をとりながらシェアを

楽しむ人が増えているらしい。 


